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老 人福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

令 和三 年 三 月 三 十 一 日

石 川県知事谷

石 川県規則第十三号

老 人福祉法施行細則の一 部 を改正する規則

老 人福祉法施行細則(昭和三 十 八年石川県規則第六十一 日 方)の一 部 を次のように改正する。

目 次中「第四章費用(第十八条第二 十 二 条 ごを「第四章削除」に改める。

第 四章を次のように改める。

第 四章削除

第 十八条から第二十二条まで削除

別 記様式第二 十 三 号 から別記様式第二十七号までを次のように改める。

浬 間燕刊行猶回中M 70浬 刊燕外浦町中外d 歪 一野

別 記様式第二 十 八号を次のように改める。

本 正

む，

憲
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別記様式第28号(第23条関係)

石川県知事 様

所在地

名称、及び代表者氏名

有料老人ホーム設置届

老人福祉法による有料老人ホームを設置したいので、次のとおり届け出ます。

1 施設の名称及び設置予定地

2 設置しようとする者の氏名及び住所又は名称及び所在地

3 設置しようとする者の登記事項証明書又は条例

4 事業開始予定年月日

5 施設の管理者の氏名及び住所

6 施設において供与される便宜の内容

7 建物の規模及び構造並びに設備の概要

8 建築基準法(昭和25年法律第201号)第6条第 1項の確認を受けたことを証する書類

9 設置しようとする者の直近の事業年度の決算書

10 施設の運営の方針

11 入所定員及び居室数

12 職員の配置の計画

13 入居一時金、利用料その他の入所者の費用負担の額

14 保全措置を講じたことを証する書類

15 一時金の返還に関する契約の内容

16 事業開始に必要な資金の額及びその調達方法

17 長期の収支計画

号 外

第 号

年月日

18 入居契約書及び設置者が入居を希望する者に対し交付して、施設において供与される便宜の内容、費用負

担の額その他の入居契約に関する重要な事項を説明することを目的として作成した文書
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附 則

( 施行期日)

1 こ の規則は、令和三 年 四月一 日 から施行する。

( 経過措置)

2 こ の規則による改正前の老人福祉法施行細則の規定に基づき作成した用紙は、なお当分の問、所要の調整をして

使 用することができる。

児 童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則及び石川県認定こども園の設備及び運営に関する

基 準を定める条例施行規則の一 部 を改正する規則をここに公布する。

令 和三 年 三 月 三 十 一 日

石 川県知事谷 本 正 憲

石 川県規則第十四号

児 童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則及び石川 県 認定こども園の設備及び運

営 に関する基準を定める条例施行規則 の 一 部 を改正する規則

(児 童 福祉 施設の設備及び運営 に関する基準を定める条例施行規則 の 一 部 改正)

第 一 条 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則(平成二 十 四年石川県規則第六十七号)の

一 部 を次のように改正する。

附 則中第 九 項 を第十項とし、第三 項 から第八項までを一 項 ずつ繰り下げる。

附 則第二 項 の前の見出しを削り、同項を附則第三 項 とし、同項の前に見出しとして「(経過措置ごを付 す る。

附 則第一 項 の次に次の一 項 を加える。

( 保育所の職員配置に係る特例)

2 第 十二条ただし書の規定は、当分の問、適用しないことができる。こ の場合において、同条本文の規定により

必 要 な保育士が一 人 となるときは、当該保育士に加えて、知事が保育士と同等の知識及び経験を有すると認める

者 を置かなければならない。

( 石川県認定こども園の設備及び運 営に関する基準を定める条例 施行規則の一 部 改正)

第 二 条 石 川 県 認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則(平成二 十 六年石川 県 規則第三 十 二

号 ) の 一 部 を次のように改正する。

附 則中第 四 項 を第五項とする。

附 則第三 項 の前の見出しを削り、同項を附則第四項とし、同項の前に見出しとして「 ( 幼保連 携型認定こ ども園

の 設置に係る特例ごを付する。

附 則中第二 項 を第三 項 とし、 第 一 項 の次に次の一 項 を加える。

( 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の職員資格に関する特例)

2 園 児の登園又は降園の時間帯その他 の園児が少数である時間帯において、第二 条 本文の規定により認定こども

園 に置かなければならない職員の数が一 人 となる場合には、当 分 の問、条例第四条の規定にかかわらず、第二 条

の 規定により認定こども園に置くものとされる職員のうち一 人 は、知事が幼稚園の教員 免 許状又は保育士の資格

を 有する者と同等の知識及び経験を有すると認める者にすることができる。

附 則に次の一 項 を加える。

( 幼保連携型認定こども園の職員の数等に係る特例)

6 園 児の登園又は降園の時間帯その他 の園 児が少 数である時間帯において、第 八条本文の規定により必要となる

園 児の教育及び保育に直接従事する職員 ( 以下 「 職 員 」 と いう。 ) の数が一 人 となる場合には、当分の問、同条

の 規定により置かなければならない職員のうち一 人 は、同条の表備考第一 号 の規定にかかわらず、 知事 が保育教

諭 と同等の知識及び経験を有すると認める者とすることができる。

附 則

こ の規則は、令和三 年 四月一 日 から施行する。
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